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復興と安定を模索した一九九〇
年代の後、カンボジアの二〇〇〇年代の最初の一〇年は、政治的安定に支えられた経済の高成長 時代であった。とくに二 〇四〜二〇〇七年の二桁 経済成長率を経験したあとの二〇〇八年総選挙での人民党の大勝は、ひとつの集大成であったのかもしれない。その後、世界経済の冷え込みの影響を受けた一時的な景気 後退 耐つつ、六〜七％の経済成長を続けて
き
た
五
年
間
へ
の
有
権
者
の
評
価
は、フン・セン政権にと ては厳しいものとなった。本稿では、過去二〇年間の経済成長の歩み 、二〇一三年九月に発表された第三次四辺形戦略について紹介する。●産業開発と経済成長 歩み　
和平協定後、カンボジアは積極
的に外資を受け入れることで産業
の立て直しを図った。投資法制定（一九九四年）
、欧米との貿易関係
正常化に続き、一九九〇年代半ばからカンボジア経由での欧米市場への輸出をもくろんだ中国系縫製企業の進出が相次いだ。大部分の原材料を中国、香港もしくは周辺国から輸入して、 国内では裁断と縫製 みの簡単な加工しか行っていない縫製業は、国内経済への貢献は限られていた 、雇用創出では大きな役割 担ってきた。低賃金と若い労働力を柱として、カンボジア 縫製品輸出は伸び続け、経済を牽引した。　
一
方
で
、
輸
出
産
業
と
して
の
縫
製
業
のみ
へ
の
過
度
の
依
存
は
、
常
に
問
題
視
さ
れ
て
き
た
。
二
〇
〇
九
年
の
欧
米
市
場
の
冷
え
込
み
が
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
の
縫
製
品
輸
出
を
一
時
的
に
大
き
く
減
退
させ
た
際
は
、
経
済
全
体
にも
大
き
な
ブ
レ
ー
キ
と
な
っ
た
。
産
業
の
多
様
化
は
、
二
〇
〇
〇
年
代
半
ば
に
は
す
で
に
、
政
策
課
題
と
し
て
強
調
さ
れ
て
き
た
。
し
か
し
、
投
資
の
「
量
」
の
確
保
も
必
要
だ
っ
た
カ
ン
ボ
ジ
ア
に
と
っ
て
、
進
出
業
種
を
コ
ン
ト
ロ
ールす
る
ほ
ど
の
力
は
な
か
っ
た
。
引
き
続
き
幅
広
い
業
種
に
対
し
て
投
資
適
格
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
とし
て
の
ス
テ
ー
タス
を
与
え
、
恩
典
を
付
与
し
て
き
た
。
自
国
の投
資
環
境
の
改
善
の
み
な
ら
ず
、
周
辺
国
の
投
資
環
境
の相
対
的
悪
化
が
進
んだ
二
〇
一
〇
年
以
降
、
よ
う
や
く
多
様
化
に
向
け
た
動
き
が
み
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
（
企
業
進
出
動
向
に
つ
い
て
は
、
道
法
論
文
を
参
照
）。
●四辺形戦略とは　
二〇〇四年七月に始まる第三期
政権発足時に、フン・セン首相は「四
辺
形
戦
略：
カ
ン
ボ
ジ
ア
に
お
け
る成長、雇用、均衡 そして効率性」
（
T
he R
ectan
gular S
trategy 
fo
r G
ro
w
th
, E
m
p
lo
y
m
e
n
t, 
E
q
u
ity
 a
n
d
 E
ffic
ie
n
c
y
 in
 
C
am
bodia ）
を
発
表
し
た。
こ
れ
は、経済開発戦略についての包括的
な
内
容
を
擁
し
て
お
り、
「
経
済
政
策における憲法のようなもの」
（経
済最高評議会メンバーによる）である。それぞれの政策目標・政策環境に対し、四つずつ目標が設定されてい ことから「四辺形」と称
し
て
い
る（
図
1）。
そ
の
中
心
に
は、経済成長を支えるためのグッドガバナンスがあり、汚職撲滅、法制度・司法改革、行政改革 武力改革といった改革を推進していく決意がうたわれている。その後第二次（二〇〇八年九月）と継続され、二〇一三年九月の政権発足時
に、
「
第
三
次
四
辺
形
戦
略
」
が
発
表された。　
四辺形戦略のほかに、市民社会
や民間セクターとのコンサルテーションののち、国会審議を経て策定される国家戦略的開発計画（ＮＳＤＰ）が四辺形戦略を実行するための具体的な政策編となっている。また、国際公約としてのミレニ
ア
ム
開
発
目
標
（
Ｍ
Ｄ
Ｇ
ｓ
）
の
目
標
も
同
戦
略
内
に
と
り
こ
ま
れ
て
い
る
。
経
済
成
長
の
歩
み
と
フ
ン
・
セ
ン
政
権
の
四
辺
形
戦
略
特 集
カンボジア
国家建設の20年
初
鹿
野
直
美
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●第三次四辺形戦略の特徴　
第
三
次
四
辺
形
戦
略
の
発
表
に
あ
たって、政府は「二〇三〇年までに上位中所得国に、二〇五〇年まで
に
高
所
得
国
に
な
る
こ
と
を
目
指
す」と明言した。四辺形戦略の冒頭では、前期までの達成事項として、平和・政治的安定・安全・社会
秩
序
の
達
成、
マ
ク
ロ
経
済
の
安
定、
安
定
し
た
経
済
成
長
率（
平
均
六・七％）と所得の向上（一人あたりＧＤＰは七六〇ドルから一〇〇
〇
ド
ル
近
く
に
上
昇
）、
イ
ン
フ
ラ
開
発
の
進
展、
天
然
資
源
政
策
に
お
け
る
改
革
の
実
施
な
ど
を
挙
げ
る
（
七
段
落
）。
一
方
で、
反
省
事
項
と
し
て、
外
需
依
存
と
産
業
の
多
様
化
が
限
定
的
で
あ
る
こ
と
に
起
因
す
る
経
済
の
不
安
定
や
農
村
部
で
の
貧
困
な
ど
の
格
差
問
題
な
ど
を
指
摘
す
る
（
八
段
落
）。
今
期
の
戦
略
的
な
目
標
と
し
て、
①
年
率
七
％
成
長
の
確
保、②内外からの投資奨励による若者のための雇用創出、③貧困率の毎年一％以上の削減④制度的能力・ガバナンス強化、の四点を挙げ
て
い
る（
一
二
段
落
）。
そ
の
た
め
に、もっとも重視すべきは人材開発
で
あ
る
と
主
張
す
る（
一
三
段
落
）。
そ
れ
を
踏
ま
え
て、
①
労
働
市
場での競争力ある人材育成、②運輸インフラの整備、③付加価値を増した農業 開発、④ガバナンス／公的機関能力強化の四項目を優先分野と ている（一四段落）
。
　
第五期政権が目指そうとしてい
る改革では、雇用創出や経済成長路線を引き継ぎつつ、国民の不満も踏まえ農村地域の生活向上にも配
慮
し
た
発
展
戦
略
を
さ
ぐ
っ
て
い
る
。
産業政策
：引き続き民間セクター
の力を重視してい 。産業の多様化のために、より近代的で高付加価値な投資 奨励するという目標を第一に掲げつつ 農村部の生活向上のため地方への投資の奨励、地場企業発展の推進にも言及おり、都市部と地方とのバランスに
配
慮
し
て
い
る（
九
八
段
落
）。
ま
た、農村部の産業開 および雇用機会創出のために、農業セクターが大きくクローズアップされている。とくに「商業化」 よる、より付加価値の高い 業を推進して輸出力を強化していくことが 喫緊
の
課
題
と
し
て
認
識
さ
れ
て
い
る
（五一〜五六段落）
。
天
然
資
源
管
理
政
策
：
二
〇
一
二
年
五
月
に
「
土
地
問
題
に
関
す
る
古
い
政
策
・
新
し
い
行
動
」
と
名
づ
け
ら
れ
た
枠
組
み
が
発
表
さ
れ
、
学
生
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
に
よる
土
地
登
記
の
加
速
化
、
活
動
実
態
をと
も
な
わ
な
い
経
済
土地
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
の
取
り
消
し
、
貧
困
層
へ
の
社
会
的
土
地
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
に
よ
る
土
地
分
配
等
が
行
わ
れ
た
。
こ
れ
ら
は
、
い
ず
れ
も
二
〇
〇
一
年
土
地
法
制
定
以
来
、
一
〇
年
以
上
十
分
な
取
り
組
み
が
行
わ
れ
な
い
ま
ま
多
く
の社
会
問
題
を
引
き
起
こ
し
て
き
た
土
地
所
有
権
に
関
す
る
諸
問
題
を
、
ど
う
に
かし
て
解
決
し
よ
う
と
す
る
試
み
の
ひ
と
つ
で
あ
る
（
漁
業
資
源
へ
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
は
、
ト
ー
ル
原
稿
を
参
照
）。
四
辺
形
戦
略
に
お
い
て
も
、
こ
れ
ら
の
取
り
組
み
を
推
進
し
て
い
く
こ
と
確
認
さ
れ
た
（
六
二
〜
六
六
段
落
）。
●むすび　「
古
い
人
た
ち
が
新
し
い
こ
と
を
や
ろうとしても無理である」という声に、どうこたえていくのか、手腕が試される。二〇一三年九月二五日に行われた新政権の最初の閣議で、首相は各省庁大臣・長官らに
対
し、
「
五
年
後
」
に
向
け
た
危
機
感と改革の必要性を示し 基本的なガバナンスの改善 、この四辺形戦略のもっとも中核的な目標であり、その実現なしには、他の改革項目も画餅 な てしまうことはいうまでも い。（は
つ
か
の
　
な
お
み
／
日
本
貿
易
振
興
機
構
バ
ン
コ
ク
事
務
所、
ア
ジ
ア
経
済
研
究所
　
研究員）
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図 1　第三次四辺形戦略見取り図
（出所）カンボジア政府資料より訳出。
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